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定期監査の結果について 

 

 

地方自治法第 199 条第 4 項の規定に基づき、定期監査を実施したので、同条第 9 項

によりその結果を提出し、かつ、公表する。 

 

記 

 

1 監査の対象  直方市消防本部 

 

2 監査の期間  令和 4年 3月 1日から 

令和 4年 3月 31日まで 

 

3 監査の要領 

今回の定期監査は、令和 3年度(令和 4年 1月末日現在)における消防本部の所管に係

る財務事務等を対象に関係資料の提出を求め、職員から説明を聴取し実施した。 

 

4 監査の結果 

消防本部は 3課 10係を擁し、理事以下 59人の職員で構成されている。 

各係の主な分掌事務として、総務課の総務係では、消防本部事業の総合調整、職員の

任免、服務等その他身分、人事、研修及び学校教育、公務災害補償、職員及び団員の表

彰、消防長会、消防職員委員会、安全衛生委員会、直方市まとい会に関すること等。 

管理財政係では、消防本部事務事業計画の企画、消防本部の予算及び決算、職員の給

与、手当、被服、貸与品、共済及び福利厚生、消防庁舎の維持管理に関すること等。 

消防団係では、消防団の予算及び決算、消防団員の任免、報酬及び費用弁償、報償、

公務災害補償、制服等の貸与品、消防団員の教養、研修及び学校教育、消防団施設及び

機械器具等の維持管理に関すること等を執行されている。 

予防課の危険物係では、危険物の規制事務、危険物施設等の予防査察、違反是正、自

衛消防隊の育成指導、危険物施設の許認可、火災予防運動、危険物安全協会に関するこ

と等。 



建築係では、建築許可等の同意、防火対象物の予防査察、違反是正、消防設備安全協

会に関すること等を執行されている。 

次に警防課の警防一係、警防二係では、災害の警戒警備、災害の原因及び損害の調査、

罹災証明、救急・救助を除く災害状況の報告及び災害の統計、消防相互応援協定及び緊

急消防援助隊、水利整備及び維持管理並びに開発行為、災害の警防計画の策定及び実施

に関すること、総合的災害演習及び各個別訓練の計画並びに安全管理、救助隊員の養成、

運用及び教育、研修、救助の業務計画の策定及び実施に関すること等。 

救急係では、救急車及び救急処置用資器材等の整備、救急医療機関及び関係機関との

連絡調整、応急手当の普及啓発、救急統計、患者等搬送事業、救急搬送証明に関するこ

と等。 

通信指令一係、通信指令二係では、火災及び救急等の受信並びに出動指令、消防通信

の運用、整備及び保守管理、消防緊急通信指令施設の整備に関すること等、これらの業

務を執行されている。 

 

 (1) 予算の執行状況等 

歳入は、予算現額 3,918万 6,000円に対し調定額 241万 3,185円で、収入済額

は 208万 3,955円となっている。 

予算現額に対する収入済額の比率は 5.32％、調定額に対する収入済額の比率は

86.36％である。 

予算現額に対する収入済額の比率が低率であるのは、国庫支出金の国庫補助金で、

救急自動車購入費補助金等 1,508万 1,000円、県支出金の県補助金で、石油貯蔵施

設立地対策等交付金 467万 2,000円、諸収入の雑入では、消防救急無線デジタル化

整備事業助成金 627万 1,000円等が未収入のためである。 

歳出では、予算現額 7億 7,122万 3,000円に対し支出済額 4億 8,026万 2,359

円で、執行率は 62.27％となっている。 

 

消防本部が、令和 3年 4月 1日から令和 4年 1月末日までの間に実施した主な事

務事業に係る歳入歳出は、次のとおりである。 

歳入の主なものは、使用料及び手数料の手数料では、消防手数料で、危険物の規制

に関する政令 40条に基づく手数料 32万 2,550円、諸収入の雑入では、消防団員退

職報償金（消防団員等公務災害補償等共済基金から 3 人分）164 万 6,000 円等が収

入されている。 

歳出の主なものは、消防費では、常備消防費で、職員給料 1億 6,989万 2,891円、

職員手当等 1億 2,735万 8,414円（扶養手当 909万 8,380円、管理職手当 135万

6,400円、特殊勤務手当 366万 250円、時間外勤務手当 2,193 万 468円、通勤手

当 334万 2,290円、住居手当 528万 3,000円、期末勤勉手当 8,266万 7,330円、

夜間勤務手当 2,296 円、管理職員特別勤務手当 1 万 8,000 円）、共済費 6,494 万

6,349円（共済組合負担金 6,409万 7,889円、災害補償負担金 84万 8,460円）、

人件費が支出済額の 75.42％を占めている。 



また、需用費で、消防庁舎の光熱水費 305万 1,926円、燃料費 238万 6,015円、

職員貸与被服等消耗品費 302 万 4,484 円、消防庁舎内部改修工事・内部改修機械設

備工事等修繕料 656 万 6,740 円、救急資材等医薬材料費 238 万 9,438 円等、役務

費で、携帯 IP位置情報通知システム回線利用料等 264万 1,709円、消防 OAシステ

ム（救急統計システム）導入による業務委託手数料等 279 万 2,473 円、消防業務賠

償責任保険料等22万 3,002円、委託料で、消防救急指令装置保守委託料他 7件1,083

万 879円、使用料及び賃借料で、直方市消防本部公舎借上料他 8件 200万 5,917円、

備品購入費で墜落抑止用器具 209 万 4,686 円、負担金補助及び交付金で、救急救命

士研修課程負担金他 14件 336万 2,232円等が支出されている。 

非常備消防費の報償費で、消防団員退職報償金(3人分)164万6,000円、需用費で、

新入団員被服貸与品等消耗品費 96万 8,697円、消防団光熱水費 147万 440円、各

分団消防ポンプ自動車点検整備等修繕料 70 万 9,801 円、負担金補助及び交付金で、

消防団員等公務災害補償等共済基金負担金 621 万 3,511 円、消防団員福祉共済負担

金 43万 1,800円、消防施設費の備品購入費で、自動車購入費の高規格救急自動車等

3,619万円が支出されている。 

繰越明許費の消防費では、消防施設費の工事請負費で、直方市消防団第 7分団第 2

部格納庫建替工事（完了払い）他 2件 2,416万 4,600円が支出されている。 

なお、本市消防団員の状況及び消火栓・防火水槽等の設置状況、消防用自動車等配

置状況は、次表のとおりである。 

 

消防団員の状況 

                                             (令和 4年 1月末日現在、単位：人)                                                 

区分・職名 団 長 副団長 分団長 副分団長 部 長 班 長 団 員 合 計 

定 員 1 2 8 8 17 50 199 285 

現 員 1 2 8 8 17 50 168 254 

 

 

消火栓・防火水槽等の設置状況 

                                             (令和 4年 1月末日現在、単位：基) 

種別 

区分 

消火栓 防火水槽 井戸 
プール ため池 

公設 私設 公設 私設 公設 私設 

地上式 2 0 

273 59 1 1 17 3 地下式 1,250 1 

合  計 1,252 1 

総合計  1,607 

 

 



消防用自動車等の配置状況 

                                             (令和 4年 1月末日現在、単位：台) 

種別 

 

区分 

消 防 

ポ ン プ 

自 動 車 

水 槽 付 

消防ポンプ 

自 動 車 

化学消防 

ポ ン プ 

自 動 車 

はしご付 

消 防 

自 動 車 

小型動力

ポンプ付 

水 槽車 

資 機 材 

搬 送 車 

救   急 

自 動 車 

救 急 

予 備 車 

消防署本部   1   1   1   1 1 1 3 1 

消防団本部 0 0 0 0 0 0 0 0 

消 防 団 16 0 0 0 0 0 0 0 

合  計 17    1    1    1 1  1 3 1 

種別 

 

区分 

救 助 

工作車 
指 揮 車 査 察 車 輸 送 車 広 報 車 

事 務 

連絡車 
合 計 

消防署本部   1   1   1   1 0 1 15 

消防団本部 1 0 0 0 1 0 2 

消 防 団 0 0 0 0 0 0 16 

合  計 2    1    1    1 1  1 33 

 

 

令和 3年 1月 1日から令和 3年 12月末日現在の年別出動・救急出場件数及び救急

出場原因別状況については、次表のとおりである。 

 

 

年別火災出動・救急出場件数 

                                                               (単位：件) 

区  分 令和元年 令和 2年 令和 3年 

火 

災 

管 内 7  22  14  

管 外   0  0    0  

計 7  22  14  

救 

急 

管 内 1,257  1,101  1,107  

管 外 1,951  1,689  1,751  

不搬送 201  186  182  

計 3,409  2,976  3,040  

月平均 284.1 248.0 253.3 

 

  

 



 

救急出場原因別件数状況 

(単位：件、人) 

 火災 自然災害 水難 交通 労働災害 運動競技 一般負傷 

出場件数 4 0 2 134 22 20 480 

搬送人員 4 0 3 133 21 20 451 

 加害 自損行為 急病 転院 医師搬送 その他 合 計 

出場件数 11 28 1,957 375 0 7 3,040 

搬送人員 9 22 1,823 371 0 1 2,858 

 

(2) 経理事務の手続き等について 

経理事務については、支出負担行為書、その他関係諸帳簿等照合審査の結果、概ね

良好に処理されていた。 

また、備品については台帳と照合の結果、今年度購入した備品に備品票が添付され

ていないものが多数見受けられた。直方市財務規則第 191条第 2項に「受入れた備品

は、備品台帳に登記し、1個ごとに備品票を付して整理しなければならない。」とある

ため、備品を購入した際には、規定に基づき適正な管理をされたい。 

 

(3) 指摘事項について 

特に指摘すべき事項は、見受けられなかった。 

 

以上が、消防本部に関する定期監査の結果である。 

消防本部は、消防組織法、消防法、救急救命士法、災害救助法、地震防災対策特別措

置法、条例その他関係法令に基づき、各種災害の予防、警戒、鎮圧及び防除等、消防防

災活動の第一線を担う業務を遂行され、災害から市民の生命、身体及び財産を守る重要

な任務にあたられている。 

近年、わが国では、毎年のように風水害や土砂災害が発生している。国土は山地や丘

陵地が多く、地震・火山活動が活発である。加えて地球の温暖化も影響し、平成 30年 7

月豪雨前後から、自然災害が頻発・激甚化している。今年に入っても、各地で地震が頻

繁に発生し、3 月 16 日の福島沖を震源とする震度 6 の地震では、福島県や宮城県をは

じめ被害が広範囲に及んだ。 

一方、新型コロナウイルスの感染拡大から、2 年を経過しても収束の兆しが見えず、

職員が感染予防の実施と救急搬送の対応等に大変苦慮されている。 

こうした状況を踏まえ、国においては、市町村消防の広域化を推進し、災害発生時に

おける初動体制の強化、救急業務や予防業務の高度化及び専門化、消防力の強化による

住民サービスの向上や消防に関する行政運営の効率化と基盤強化が期待されるとして

いる。 

本市消防本部においても、直方・鞍手広域消防推進委員会において、検討・協議が進



められているところである。 

また、非常備の消防機関である消防団は、大規模災害等への対応や地域防火コーディ

ネーターとしての役割、地域防災力の充実強化を図る必要性を考えると団員数の確保は

喫緊の課題である。しかし、消防団員は、仕事との両立が難しい等の理由で全国的に減

少している。このような状況下において、今年度は消防団員を 11 名増員されるなど、

本市消防本部は団員数の確保に尽力されている。 

消防本部は、住民の安全と安心を守るという重要な役割を担い、直方鞍手医師会等関

係機関や消防団の方々と連携を強固にすることが求められている。今後一層、市民が安

心して暮らせる災害に強いまちづくりの実現に向け、更に研鑽を積まれ、若年層職員の

災害対応力の向上をはじめ消防防災の体制の充実・強化に努められるよう切に望むもの

である。 


